
物品・役務等に係る入札参加資格審査の
申請方法の共通化について

資料



物品・役務等の入札参加資格審査に係る共通の申請方法のたたき台に関する意見照会（概要）

 総務省・地方公共団体で構成する「地方公共団体の調達関連手続の共通化・デジタル化に係る実務検討会」「項目・申請方法等検

討部会」（第４回・令和６年７月３１日）において、物品・役務等の入札参加資格審査に係る共通の申請方法のたたき台を作成。

 全ての地方公共団体に対してたたき台を送付し、各地方公共団体におけるたたき台に対する考え方や課題等の意見を照会※。

※ 「調達関連手続の共通化・デジタル化に向けた物品・役務等の入札参加資格審査に係る共通の申請方法のたたき台に関する意見照会について（依頼）」（令

和６年８月９日付け総行行第３８８号 総務省自治行政局行政課長通知）

※ 照会に合わせて、共通の申請方法のたたき台の作成に係る考え方についての説明動画を作成し公開。
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１． 申請方法のたたき台に掲げた方法に共通化することについての考え方（対応可能/課題がある）等

主な調査事項

① 物品・役務等の資格の有効期間を３年とすることについての考え方

② 建設工事等の資格の有効期間を３年とすることについての考え方

③ 建設工事等の資格の有効期間、申請の受付部署及び受付時期

④ 建設工事等の資格申請の同一システムによる受付状況

※ 開始時期、申請の受付方式、申請の受付時期・期間、審査の基準日、資格を有する者の名簿の公開方法 等

２． 資格の有効期間を２年又は３年に共通化することについての考え方（対応可能/課題がある）等



意見照会の結果（一覧）
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9 19.1% 430 26.1% 439 25.9%

13 27.7% 103 6.3% 116 6.8%

2 1 2.1% 34 2.1% 35 2.1%

16 34.0% 545 33.1% 561 33.1%

12 25.5% 529 32.1% 541 31.9%

21 44.7% 417 25.3% 438 25.9%

4 5 10.6% 127 7.7% 132 7.8%

0 0.0% 51 3.1% 51 3.0%

1 2.1% 54 3.3% 55 3.2%

6 9 19.1% 197 12.0% 206 12.2%

7 4 8.5% 156 9.5% 160 9.4%

整理
番号

項目 共通申請方法のたたき台
課題があると回答した団体数

都道府県 市区町村 全体

申請の受付方式 定期申請
※随時・追加申請の受付は各団体の任意で実施。
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申請の受付時期・期間
（定期申請）

８月１日～９月３0日

（随時申請） ４月１日～次回定期申請直前の１月31日

1

資格の有効期間 3年

資格の有効期間の開始時期 4月1日

（追加申請） 定期申請の翌年度以降の８月１日～８月31日

審査の基準日 申請日

5

申請に
使用する言語

申請書・財務諸表は日本語
その他の書類は日本語訳を付記

又は添付

金額欄の記載方法
財務省告示の

外国貨幣換算率により換算

審査結果の通知方法
審査結果（資格者名簿等）を
HP（又はシステム）で公表

資格を有する者の名簿の公開 HP（又はシステム）で公表



（参考）資格の有効期間に係るたたき台作成の経緯
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 都道府県及び指定都市に対して、「物品・役務等」の資格の有効期間を「２年」とすることについての課題の有無等を照会したと

ころ、現行３年としている都道府県のうち２２団体、指定都市のうち７団体が、次のような課題があり、対応が難しいと回答した。

（項目・申請方法等検討部会（第４回）（令和６年７月３１日））

「物品・役務等」の資格の有効期間を２年とすることについて

・ 「物品・役務等」の資格のみを申請する多数の事業者は申請回数が、地方公共団体は審査回数が増加して事務負担が増加する。

・ 「建設工事」等と「物品・役務等」を同時期に審査することは、申請件数が多く困難。年度間の事務量の差が大きくなり職員配置に課題。

・ 事務負担を軽減する観点から、有効期間を２年から３年に変更した経緯がある。

・ 「建設工事」等と「物品・役務等」は、申請項目や必要書類が異なることから、申請時期が同一であっても、申請回数が少なくならない。

 物品・役務等の資格の有効期間について、都道府県においては、３年としている団体が最も多くなっており（３１団体（６６．

０％））、市区町村においては、２年としている団体が最も多くなっている（１，２４６団体（７５．７％））。

※ 建設工事の資格の有効期間については、都道府県・市区町村ともに２年としている団体が最も多くなっている。

資格の有効期間の設定状況

物品・役務等 建設工事 測量・建設コンサルタント

都道府県 市区町村 都道府県 市区町村 都道府県 市区町村

２年未満 ０ （０％） ５６ （３.４％） ４ （８.５％） １２１（７.３％） ２ （４.３％） ９４（５.７％）

２年 １５ （３１.９％） １，２４６（７５.７％） ４０（８５．１％） １，３９９（８４.９％） ４２（８９.４％） １，４２０（８６.２％）

３年 ３１ （６６.０％） ２３１（１４.０％） ２（４.３％） １１４（６.９％） ２（４.３％） １１６（７.０％）

４年以上 １ （２.１％） １１４（６.９％） １（２.１％） １３（０.８％） １（２.１％） １７（１.０％）

 たたき台においては、「物品・役務等」の資格の有効期間を「３年」とした上で、今般、地方公共団体に対して意見照会。

※集計対象は、物品・役務等の入札参加資格審査を行っている団体



資格の有効期間（３年）①
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 申請・審査に係る事務負担が増大（回数が増大）・事業者の
混乱・失念を招くから、「建設工事」と異なる期間とすべき
でない（「建設工事」を３年とするならば対応可能）

１３１ 団体

• 事務の平準化の観点から「建設工事」等と「物品・役務等」
は異なる時期（隔年等）に受付するべき（６年に１度は重複
する）

29 団体

• 申請・審査に係る事務負担が増大（回数が増大）・事業者の
混乱・失念を招くから、「建設工事」と異なる「３年」とすべ
きでない

１５５ 団体

• 経営状態を適切に把握するため、「２年」とすべき 17 団体

• システム改修や運用、人員確保に財政的課題がある 46 団体

全団体

9団体 (19.1％)

430団体 （26.１％）

439団体 （2５.９％）

• 資格の有効期間を３年とすることについて「課題がある」とした団体は2５.９％であった。また、具体の課題として挙げられた

意見のうち、経営状況の適切な把握等（契約の適正な履行確保）の観点から課題があるとするものは、１割未満であった。

• 他方、「建設工事」等（２年）と「物品・役務等」（たたき台：３年）の資格の有効期間が異なることにより、一括申請・審査を行えなくな

り、事業者・地方公共団体の事務負担が増加することを課題とする意見が６割に上った。（特に市区町村）

建設工事 測量・建設コンサルタント

物品・役務等と 同一部署で受付 同一時期に受付 同一部署で受付 同一時期に受付

都道府県 ５団体 （１０．６％） ５団体 （１０．６％） ４団体（８．５％） ５団体（１０．６％）

市区町村 １，４３１団体 （８６．９％） １，１７８団体（７１．５％） １，４３０団体（８６．８％） １，１８１団体（７１．７％）

＜「建設工事」等と「物品・役務等」の資格に係る申請の受付状況＞

• 事務負担軽減の観点から「４年」としており、「３年」とすべ
きでない

14 団体※ 右記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（４３団体）、「規則・要綱等の改正が必
要」（４団体）、「その他」（１９団体）の意見があった。



資格の有効期間（３年）②
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 事業者が等級を上げる機会が減少し、事業者に不利益と
なる（又は期間中の格付変更事務が増える。）関係団体等
の理解を得る必要

68 団体

• システム改修や運用、人員確保に財政的課題がある 14 団体

• 最新の経営状態を把握できず、審査時の格付の等級と
実際の契約時の実態が合わないおそれ。個々の入札時
に経営状態を把握することは、事務負担が増加する、指
名を行えない、格付に反映されない、制度改正等への対
応が遅れる等の課題

254 団体

• 規則・要綱等を改正する必要 13 団体

• 事務の平準化の観点から建設工事等と物品役務等は異な
る時期に受付するべき（重複する年のないようにすべき）

34 団体

全団体

28団体 (59.6％)

48３団体 （２９.３％）

51１団体 （3０.２％）

• 「建設工事」等の資格の有効期間を３年とすることについて「課題がある」とした団体は30.２％であり、都道府県については約

６割に上った。具体の課題として挙げられた意見のうち、経営状況の適切な把握等（契約の適正な履行確保）の観点から課題

があるとするものが、半数以上となった※。

※ なお、「建設工事」等の資格の有効期間を３年としつつ、個別の入札時に経営状況を確認することについては、確認に係る職員リソースが不足して

おり困難（事前に入札参加資格審査を行うことの意義を失う）、指名競争入札に係る指名が困難、格付を上げる機会が減少し事業者の不利益とな

る等の意見があった。

• また、一括申請・審査を可能にするため、「「建設工事」等と「物品・役務等」の資格の有効期間を合わせるべき」との意見がある一

方、「事務を平準化する観点から、「建設工事」等と「物品・役務等」は異なる時期に受け付けることとすべき」との意見もあった。

 「物品・役務等」の資格の有効期間を３年とすることに合わせて、「建設工事」等の資格の有効期間を３年にすることについての

課題の有無等についても照会した。

• 建設工事等の有効期間を１年とし、毎年度格付を行ってい
るところであり、３年とすることはできない

14 団体
※ 右記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（１２０団体）、「負担軽減の観点から、

有効期間を４年にしているため、３年に戻すのは難しい」（８団体）、「有効期間が長く
なることにより、職員の習熟や実務経験者の異動に伴う引継ぎへの支障が生じる」
（６団体）、「有効期間を３年から ２年に変更しており、３年に戻すのは難しい」（１団体）、
「その他」（４０団体）の意見があった。



建設工事等

３年 ２年

物
品
・
役
務
等

３
年

２
年

資格の有効期間（３年）③
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 意見照会の結果を踏まえると、

・ （多数の）都道府県は、「物品・役務等」を３年・「建設工事」等を２年

とすることを適当としている。

・ （多数の）市区町村は、「物品・役務等」と「建設工事」等の有効期間

を同じ（２年-２年 又は ３年-３年）とすることを適当としている。

 また、有効期間を３年又は２年に変更することについては、主に、

次の２つの課題が挙げられている。

課題① ： 経営状況の適切な把握ができなくなる （適正審査）

課題② ： 申請・審査に係る事務負担が大きくなる （審査体制）

※ このほか、既に共同受付・審査体制を構築しており、他の団体との調整が必要、

システム改修等に係る予算的・人材的制約等の課題も挙げられている。

市区町村

市区町村

都道府県

（国）

課題②

課題②

課題②

課題①（物品・役務等を３年にする場合）

課題①

 「建設工事」の資格の有効期間を３年に共通化することについては、多数の地方公共団体（都道府県については約６割の団体）

から、「経営状況の適切な把握ができなくなる」ことが課題として挙げられている。すなわち、入札参加資格審査の目的（契約

の適正な履行確保）を十分に果たせなくなることが指摘されているところであり、不適当であると考えられるか。

 これを踏まえ、「物品・役務等」の資格の共通の有効期間については、「建設工事」の当該期間が２年であることを前提に検討

を進めることが考えられるか。

※ 「建設工事」2年ー「物品・役務等」３年 又は 「建設工事」２年ー「物品・役務等」２年 となるか。

※ なお、「建設工事」の資格の有効期間を２年又は３年のいずれにするかについては、別途、「建設工事」の申請方法の共通化を検討する際に、詳細

に検討する必要がある。

検討 （「建設工事」の資格の有効期間について）



資格の有効期間（３年）④
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 「物品・役務等」の資格の有効期間を２年又は３年のいずれとするかについては、特に都道府県と市区町村との間で、事務負担が大きくな
ること等を理由として、相対する意見が出されている。

 これは、資格の有効期間が、事業者の適正性確保（必要な審査間隔を設けること）の観点のみならず、地方公共団体のシステムの整備状況

や人的リソース等の審査環境や審査体制を踏まえて審査を実施可能なものとする観点から設定されていること（また、この審査環境や審
査体制が地方公共団体ごとに異なっていること）に起因するものと考えられる。

 このため、資格の有効期間を共通化するに当たっては、事業者の適正性確保の観点のみならず、事務処理上の観点から、全ての都道府

県・市区町村において対応可能なものとなるよう検討する必要がある。

 事業者の適正性確保（必要な審査間隔を設けること）の観点からは、

・ 「物品・役務等」の資格の有効期間を３年とすることについては、「建設工事」と異なり、「経営状況の適切な把握ができなくなる」ことを課

題として挙げた団体が約２％（１７団体）に留まること（２年とする必要がないこと）
・ このことを前提に、特に都道府県において当該期間を２年から３年に変更する団体があること

を踏まえ、また、国においては３年とされていることも考慮すると、共通の有効期間は、３年とすることを軸に検討することが考えられる。

 他方、事務処理上の観点からは、「建設工事」（２年）と「物品・役務等」（３年）の期間が異なることについて、特に市区町村から課題があるとさ

れているところである。このような中で、資格の有効期間を全国的に共通化するためには、「建設工事」に係る共通化の検討状況も踏まえつ
つ、現行の審査体制をより効率的なものに見直すこととした上で、見直し後の審査体制を前提として、全国的に対応可能なものとなるよう

設定する必要がある。

 この点、広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法等の審査体制については、現在、併行し

て検討を進めているところ、これらの審査体制を構築することによって、個々の地方公共団体の事務処理が効率化される場合には、資格
の有効期間を共通化することに伴う事務処理上の課題が解消されることも考えられる。

 以上を踏まえ、資格の共通の有効期間については、今後の共通システム等の検討状況に合わせて最適なものとなるよう検討することとす

ることが考えられるか。

検討 （「物品・役務等」の資格の有効期間について）

 「物品・役務等」の資格の共通の有効期間については、現時点の（案）は「３年」としつつ、今後の広域又は全国的な共通の入札参加

資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係る検討、「建設工事」等の資格の共通の有効期間の検討等の進捗に合

わせて、都道府県・市区町村が対応可能であるかどうかを確認し、必要に応じて変更・調整した上で決定することとしてはどうか。

共通化の方向性（案）



資格の有効期間の開始時期 （４月１日～）①
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 人事異動や入札・契約に係る繁忙期と重なる 19 団体

• 新年度契約に係る入札の準備行為（指名等）ができない 10 団体

• 定期申請の受付から資格の有効期間の開始までの期間
が長く、事業者が当分の間資格を得られない

5 団体

• 「建設工事」等と開始時期が異なる（揃う）ことに伴い、申
請時期も異なる（揃う）こととなり、事務負担が大きくなる

２４ 団体

• 現行の有効期間の開始時期と異なるため、共通化に当
たって現行の期間を延長・短縮する措置が必要

17 団体

全団体

13団体 (27.7％)

1０３団体 （6.３％）

116団体 （６.８％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

人事異動や入札・契約に係る繁忙期と重なる(１９団体)

（課題）

• 年度末から年度初めにかけては、入札・契約事務の繁忙期であること
や、人事異動の時期と重なり、新任者への事務引継を行う必要がある
ことから、事務負担が大きい。

（方向性）

• 全ての地方公共団体に共通する課題である一方、多数の地方公共団体
が４月を有効期間の開始時期としていることを踏まえ、原案のとおり４
月１日とする。

• なお、地方公共団体の事務負担を軽減する観点からは、広域又は全国
的な共通の入札参加資格審査申請システムを整備すること等により、
審査に関する事務の効率化を図ることが重要である。

※ 上記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（２２団体）、「規則・要綱等の改正が必
要」（３団体）、「その他」（１２団体）の意見があった。

申請時期に係る意見として別途検討

現行の有効期間の開始時期と異なるため、共通化に当たって現行の期間を延長・短縮する措置が必要（１７団体）

（課題）

• 資格の有効期間の開始時期を共通化するに当たっては、各地方公共団
体において現行の開始時期を共通の開始時期（４月）に合わせて変更
する必要がある。これに伴い、現行の有効期間を延長又は短縮する経
過措置を設ける必要がある。

（方向性）

• 資格の有効期間の開始時期を共通化するに当たっては、共通化する有
効期間や、共通化する時点における地方公共団体の有効期間及びその
開始時期の具体の設定状況を踏まえ、資格の有効期間を延長又は短縮
する経過措置を複数パターン整理する必要があるか。



資格の有効期間の開始時期 （４月１日～）②

9

 課題の具体的な内容と方向性（案）

新年度契約に係る入札の準備行為（指名等）ができない(１０団体)

（課題）

• ４月1日に契約を締結する案件については、前年度末に指名競争入札
に係る指名等の準備行為を行っている。有効期間の開始時期が４月1
日開始の場合、4月1日に資格を付与される予定の新規参入事業者の
指名ができないといった支障が生じる。

（方向性）

• 多数の地方公共団体が４月を有効期間の開始時期としているところ、
例えば、年度末における指名事業者の選定については、新年度に入札
参加資格を付与されることが予定されている事業者を対象とする※な
ど、工夫して対応されているものと考えられる。

※ 年度末には、事業者の資格審査は完了しているものと考えられる。

定期申請の受付から資格の有効期間の開始までの期間が長く、事業者が当分の間資格を得られない(５団体)

（課題）

• 定期申請の受付終了日から資格の有効期間の開始日までの期間が半
年間と長い。

• 当市は、資格の有効期間の開始時期を４月・10月に設定しているとこ
ろ、共通化により、定期申請が１回となり、有効期間の開始が４月1日か
らのみとなると、速やかに資格を得たい事業者にとって、入札への参
加機会が減る。

（方向性）

• 定期申請の受付開始時期から資格の有効期間の開始時期までの期間
が長期にわたることについては、定期申請の受付開始時期に係る課題
として別途検討する。（→P１１）

• 地方公共団体の判断で、定期申請に加えて、随時申請又は追加申請を
受け付けることにより、事業者は、定期申請の期間外においても申請
をすることが可能となる。なお、随時申請又は追加申請により受け付け
た場合の資格の有効期間の開始時期については、別途検討する。
（→P17、21）



申請の受付方式 （定期申請）

10

 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 申請が同時期に集中する。平準化のため、随時申請を共
通化すべき １１ 団体

• 追加申請は任意ではなく、必須にした方がよい １ 団体

全団体

１団体 (２.1％)

34団体 （2.1％）

35団体 （2.1％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

申請が同時期に集中する。平準化のため、随時申請を共通化すべき（１１団体）

（課題）

• 定期申請（有効期間３年）とすると、3年に一度、一定の時期に大量の
審査業務が発生することになり、事務を処理しきれないおそれがある。
審査事務を平準化できる随時申請を共通化すべきである。

• また、申請の受付から資格の有効期間の開始までの期間が長くなるこ
とから、経営状況や納税状況に係る情報が古いものとなる。随時申請
であれば、申請数が平準化され、速やかに資格を付与することができる。

（方向性）

• 職員数が限られる地方公共団体においては、随時に申請を受け付け、
審査することができないおそれがある。このため、原案のとおり、申請
の受付方式として定期申請を共通化しつつ、これに加えて、地方公共
団体の判断で、随時申請又は定期申請を受け付けられるようにするこ
とが適当であると考えられる。

• なお、定期申請の受付開始時期から資格の有効期間の開始時期までの
期間が長期にわたることについては、定期申請の受付開始時期に係る
課題として別途検討する。（→P11）

追加申請は任意ではなく、必須にした方がよい(1団体)

（課題）

• 追加申請は地方公共団体の任意ではなく、１年に一度、一定の時期に
受け付けるように共通化した方がよい。

（方向性）

• 上記の理由のほか、地方公共団体においては、追加申請と比べて受付
期間の長い随時申請を受け付けることも考えられる。このため、原案
のとおり、随時申請又は定期申請については、地方公共団体の判断で
任意に受け付けられるようにすることが適当であると考えられる。

※ 上記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（１７団体）、「その他」（６団体）の意見
があった。



申請の受付時期・期間（定期申請）（8月1日～９月30日）①

 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 受付や問合せ対応に係る事務負担が大きくなること等か
ら、受付期間を短くすべき

34 団体

• 受付時期・期間を変更するに当たって、要綱等の改正や
十分な周知が必要

48 団体

• 申請機会・審査期間の確保のため、受付期間を長くすべき 36 団体

• 「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が異なり、
申請や審査が煩雑となる

39 団体

全団体

16団体 (34.0％)

545団体 （33.１％）

561団体 （3３.1％）

• 申請の受付に向けた準備期間を確保できないことその
他の理由から受付開始を後ろ倒しすべき

１74 団体

• 受付開始が早すぎる（情報が古くなり、変更申請が増加
する）ことから、受付開始を後ろ倒しすべき

100 団体

• 入札・契約事務の少ない時期（冬期）に受付開始を後ろ倒
しすべき

64 団体

• 「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が重なり、
審査に係る事務負担が大きくなる

３ 団体

※ 上記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（31団体）、「その他」（３６団体）の意見
があった。

 課題の具体的な内容と方向性（案）

申請の受付に向けた準備期間を確保できないことその他の理由から受付開始を後ろ倒しすべき(1７４団体)

受付開始が早すぎる（情報が古くなり、変更申請が増加する）ことから、受付開始を後ろ倒しすべき(１００団体)

入札・契約事務の少ない時期（冬期）に受付開始を後ろ倒しすべき(６４団体)

（課題）

• 申請の受付開始時期を8月１日とすると、申請の受付に向けた準備期間が
短くなり、対応困難となることから、受付開始を後ろ倒しすべき。

• 受付終了から資格の有効期間の開始までの期間を長く設定すると、その間
の変更申請が増加する。また、許認可、納税情報、登記情報等について、審
査時と資格の有効期間の開始時で状況が変わっている場合もあるのでは
ないか。

• 8月～9月は入札・契約事務の繁忙期であり、受付・審査を行うことができな
い。冬期は閑散期となることから、受付開始時期をこの時期に後ろ倒しすべき。

• 8月～9月は、夏期休暇の期間と重なるため、事業者の利便性を損なう。

（方向性）

• 地方公共団体から、

・ 申請の受付時期から資格の有効期間の開始時期までの期間が長い
ことにより、入札参加資格審査の目的（契約の適正な履行確保）を十
分に果たせないおそれがある旨の指摘がなされていること

・ これに伴い変更申請が増加すること、入札・契約事務の繁忙期と重
なり審査事務を行い得ない等の事務処理上の課題が示されているこ
と

を踏まえ、定期申請の受付時期を後ろ倒しすることについて、再度検討
するものとする。 11



申請の受付時期・期間（定期申請）（8月1日～９月30日）②

検討 （定期申請の受付時期を後ろ倒すことについて）

 たたき台においては、全ての地方公共団体が、現行の審査体制において対応可能な審査期間を確保する観点から、定期申請の受

付時期・期間を「受付の開始時期」と「資格の有効期間の開始時期」との期間が最も長い地方公共団体に合わせて、8月1日～９月

30日に設定したところ、地方公共団体から、事業者情報が古いものとなること、入札・契約事務の繁忙期と重なり審査事務を行い

得ないこと等から、開始時期を後ろ倒しすべきとの意見があった。これを踏まえ、定期申請の受付時期について再検討する。

 現在、本検討会（システム検討部会）において、広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムを整備することや、共同

受付・審査を行うことについて検討を進めているところであることを踏まえ、共通の定期申請の受付時期については、共同で受

付・審査を行うことを前提に検討を進めることが適当であると考えられる。

 そこで、「物品・役務等」に係る申請の共同受付・審査を行っている都道府県における定期申請の受付時期等を確認したところ、

都道府県
定期申請の受付の開始時期から
資格の有効期間の開始時期まで

の期間

定期申請の受付の終了時期から
資格の有効期間の開始時期まで

の期間
受付期間

群馬県 ６か月 ５か月 １か月

埼玉県 ６か月 ４か月 ２か月

千葉県 ６か月半 ４か月半 ２か月

神奈川県 ６か月 ４か月 ２か月

長野県 ５か月 ３か月 １か月

愛知県 ３か月 １か月半 １か月半

島根県 ４か月 ３か月 １か月

大分県 ４か月 ２か月 ２か月

＜共同受付・審査を行っている都道府県の定期申請の状況＞

12

・ 「申請の受付の開始時期」から「資格の有効期間の

開始時期」までの期間は、「６か月」としている団体が

最も多い （最長は６か月半）

・ 「申請の受付の終了時期」から「資格の有効期間の

開始時期」までの期間は、「４か月」又は「３か月」とし

ている団体が最も多い （最長は５か月）

・ 受付期間は、「２か月」としている団体が最も多い。

（最長は２か月）

状況となっている。

 この状況を踏まえ、現時点における（案）として、共同

の受付・審査を行うに当たって十分な審査期間を確保

しつつ、事業者の申請期間も確保する観点から、共通

の申請の受付期間を「資格の有効期間の開始時期」の

「６か月前」から「４か月前」まで（１０月１日から１１月３

０日まで）とすることが考えられるか。



申請の受付時期・期間（定期申請）（8月1日～９月30日）③

13

共通化の方向性（案）

申請の受付期間 審査期間 資格の有効期間

受付開始 受付終了 資格の
有効期間開始

４か月前６か月前

10月１日 11月30日 ４月１日

 「物品・役務等」の申請の受付時期・期間については、現時点の（案）は、「資格の有効期間の開始時期」の「６か月前」から「４か月前」

まで、具体的には、共通の「資格の有効期間の開始時期」を４月１日とした場合、「１０月１日から１１月３０日まで」としつつ、

今後の広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係る検討等の進捗に合わせて、申請

件数、審査に要する時間等も考慮しながら、最適なものとなるよう、「必要に応じて変更・調整した上で決定」することとしてはどうか。

検討 （定期申請の受付時期を後ろ倒すことについて） （続き）

 なお、申請の受付時期・期間については、申請件数、審査に要する時間、審査方法、システムの整備状況、審査に係る担当者数等を

踏まえて、資格の有効期間の開始時期までに適切に審査を行えるものとして設定されるものであるところ、現時点で、広域又は全

国的な入札参加資格審査申請システムの整備や、共同受付・審査の方法等の具体の審査体制は検討中であり、共通化後の審査体制

を踏まえた最適な受付時期・期間については、現時点において決定することはできない。

 このため、共通の申請の受付時期・期間については、現時点の（案）を定めつつ、今後の共通システムの整備や共同受付・審査の

方法等の具体の審査体制の検討に合わせて、最適なものとなるよう検討することとすることが考えられるか。

＜共通の申請の受付期間の設定イメージ 現時点（案）＞



申請の受付時期・期間（定期申請）（8月1日～９月30日）④
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 課題の具体的な内容と方向性（案）

受付時期・期間を変更するに当たって、要綱等の改正や十分な周知が必要(４８団体)

（課題）

• 共通化に対応するため、要綱や規則の改正が必要となる。

• 共通化すると、申請の受付時期が大幅に変更となるため、事業者の申
請漏れがないよう十分な周知をする必要がある。

（方向性）

• 共通化を行うためには、各地方公共団体において、現行の申請方法等
を変更する必要が生じる。この変更等に伴い、事業者に対して申請漏
れ等による不利益が生じないようにするとともに、地方公共団体にお
いて共通の申請方法が円滑に導入されるよう、十分な周知期間や準備
期間を設け、必要な支援を行う必要がある。

申請機会の確保、審査期間の確保のため、受付期間を長くすべき(３６団体)
受付や問合せ対応に係る事務負担が大きくなること等から、受付期間を短くすべき(３４団体)

（課題）

• 受付事務担当者が少数のため、短期間に多くの申請がある場合、処理
しきれないことから、受付期間を長くすべきである。

• 申請の受付事務と審査事務を同時進行で行っていることから、受付期
間を長くしなければ、十分な審査期間を確保できない。

• 受付事務や問合せ対応に人員を割く必要があるため、受付期間は１か
月程度が望ましい。

（方向性）

• 申請の受付時期・期間については、今後の広域又は全国的な共通の入
札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係る検
討等の進捗に合わせて、申請件数、審査に要する時間等も考慮しなが
ら、最適なものとなるよう決定する。

「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が異なり、申請や審査が煩雑となる(３９団体)
「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が重なり、審査に係る事務負担が大きくなる（３団体）

（課題）

• 共通化することによって、「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と受
付期間が異なり、申請・審査の回数が増えることから、事業者・地方公
共団体双方の事務負担が大きくなる。

• 共通化することによって、「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と受
付期間が重なり、申請が集中することによって審査しきれない。事務が
平準化されない。

（方向性）

• 申請の受付時期・期間については、今後の広域又は全国的な共通の入
札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係る検
討等の進捗に合わせて、申請件数、審査に要する時間等も考慮しなが
ら、最適なものとなるよう決定する。その際、「建設工事」等の申請方法
の共通化に係る検討状況も踏まえて検討することとする。



申請の受付時期・期間（随時申請）（４月１日～次回定期申請直前の１月31日）①
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 審査体制等を考慮して受付期間を短くすべき 1８ 団体

• 事業者の申請機会を十分に確保できていないことなどか
ら、受付期間を長くすべき

１０５団体

• 随時申請に要件を付すべき（市内業者、WTO案件、営業
譲渡等に限る等）

9 団体全団体

12団体 (2５．５％)

５２９団体 （32.１％）

541団体 （3１.９％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

• 「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が異なり
審査が煩雑となる

6 団体

• 共通の審査期間及び資格の有効期間の開始時期を設定
する必要がある

３ 団体

• システムの仕様上、４月１日に受け付けられないことから
開始時期を後ろ倒すべき

40 団体

事業者の申請機会を十分に確保できていないことなどから、受付期間を長くすべき(10５団体)

（課題）

• 随時申請期間の終期から定期申請期間の始期までの期間が長期とな
り、事業者にとって利便性が低いと考えられる。定期申請の受付年度
も随時申請を受け付ける必要がある。

（方向性）

• たたき台において、随時申請の受付期間は、地方公共団体の判断によ
り、たたき台で示した期間から任意で拡大できることとしている。

• なお、たたき台において、随時申請の受付期間については、地方公共
団体の事務負担をできる限り大きくしない範囲で共通化することとし
ており、この期間を広げることについては、地方公共団体によっては、
審査事務の処理が困難となるおそれがある。このため、原案のとおり
とすることが適当か。

※ 右記のほか「随時申請を行う必要はない」 、「随時申請を行うことは、審査に係る事務
負担が大きい」（３２７団体）、「共同受付団体等と協議が必要」（２４団体）、その他（１０
団体）の意見があった。
なお、「随時申請を行う必要はない」等の意見に関しては、たたき台において、随時申

請によることは、地方公共団体の任意とされているところであり、課題とはならない。



申請の受付時期・期間（随時申請）（４月１日～次回定期申請直前の１月31日）②
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 課題の具体的な内容と方向性（案）

審査体制等を考慮して受付期間を短くすべき（1８団体）

（課題）
• １月は、次年度契約の締結に関する事務が増加する繁忙期となるため、

申請を受け付けることが難しい可能性がある。このため、随時申請の
受付終了時期を短くすべきである。

（方向性）
• たたき台の随時申請の受付期間は、地方公共団体の事務負担をできる

限り大きくしないよう、比較的短い期間としているところ。この期間を
長くすべきとする意見もあることを踏まえ、原案のとおりとする。なお、
随時申請を受け付けることが難しい場合には、地方公共団体の判断で、
追加申請を受け付けることとすることもできる。

随時申請に要件を付すべき（市内業者、WTO案件、営業譲渡等に限る等）（９団体）

（課題）
• 随時申請については、要件を満たす場合（例：市内に本店を有する事業

者、WTO案件、事業者の合併・分割・営業譲渡）のみ受付をしているた
め、随時申請を受け付ける場合に要件を設けられるようにしたい。

（方向性）
• WTO案件や事業者の合併、分割又は営業譲渡等の場合の申請の受付

については、随時受け付けられるようシステム整備することが適当で
ある。広域又は全国的な共通システムの検討に合わせて検討する。た
だし、特定の地域の事業者を対象とするような申請要件を設けること
は、共通化になじまないと考えられるか。

「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が異なり審査が煩雑となる（６団体）

（課題）
• 「建設工事」及び「測量・建設コンサルタント」の随時申請の取扱いと異

なることで、全体として受付を行っている期間が長期となり、受付に係
る事務負担が増加する。

（方向性）
• 随時申請の受付時期・期間については、今後の広域又は全国的な共通

の入札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係
る検討等の進捗に合わせて、申請件数、審査に要する時間等も考慮し
ながら、最適なものとなるよう決定する。この際、「建設工事」等の申請
方法の共通化に係る検討状況も踏まえて検討することとする。

システムの仕様上、４月１日に受け付けられないことから開始時期を後ろ倒すべき（４０団体）

（課題）
• 当県（共同受付）が現在使用しているシステムの都合上、随時申請の受

付の開始時期を４月１日とすることは難しい。また、毎月５日を締切と
しているため、終了時期を１月３１日とすることも難しい。

（方向性）
• 申請方法を共通化するに当たっては、各地方公共団体においてシステ

ム等の改修を行う必要が生じることが想定される。いずれにしても、広
域又は全国的な共通システムの整備等について、併行して検討を進め
る。

• なお、たたき台で示した期間は、任意で拡大できることとしている。



申請の受付時期・期間（随時申請）（４月１日～次回定期申請直前の１月31日）③

 課題の具体的な内容と方向性（案）

共通の審査期間及び資格の有効期間の開始時期を設定する必要（３団体）

（課題）

• たたき台において、随時申請受付後の審査期間及び資格の有効期間の
開始時期が定められていない。

（方向性）

• 意見を踏まえ、随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の
開始時期を定めることとする。

検討 （随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期）

 定期申請の受付時期と同様、随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期についても、都道府県単位で共同受

付・審査を行っている地方公共団体の例を参考にすることが考えられるか。

＜都道府県単位で共同受付・審査を行っている団体の随時申請の状況＞

都道府県 資格の有効期間 随時申請の期間 有効期間の開始時期

群馬県 令和６年４月1日ー令和８年３月３１日 令和６年４月1日ー令和７年９月12日 資格認定日から（毎月15日締め、翌月１日に認定）

埼玉県 令和５年４月1日ー令和７年３月３１日 令和５年４月10日ー令和７年３月10日 名簿登録日から（毎月５日締め、翌月１日に登録）

千葉県 令和４年４月1日ー令和６年３月31日 令和４年４月１８日ー令和５年11月１５日 名簿登載日から（毎月15日締め、翌々月１日に登載）

神奈川県 令和５年４月1日ー令和７年３月３１日 令和５年４月1日ー令和７年２月３日 認定日から（毎月１日締め、翌月１日に認定）

長野県 令和７年４月1日ー令和10年３月31日 令和７年４月中旬ー令和１０年３月３１日（予定） 名簿登録日から（提出書類一式が全て揃ってから２週間程度）

愛知県 令和６年４月1日ー令和８年３月３１日 令和６年４月１日ー令和８年２月16日 名簿登載日から（毎月15日締め、翌月１日に登載）

島根県 令和４年１月1日ー令和６年１２月３１日 令和４年１月４日ー令和６年11月15日 名簿登録日から（認定日の翌月１日）

大分県 令和６年10月1日ー令和８年9月30日 令和６年８月１日ー令和８年５月３１日 申請受理月の翌々月から（ただし令和６年１１月１日以降）

17



申請の受付時期・期間（随時申請）（４月１日～次回定期申請直前の１月31日）④

＜都道府県単位で共同受付・審査を行っている団体の随時申請の状況＞

18

共通化の方向性（案）

 「物品・役務等」の随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期について、現時点の（案）は、「毎月15日締め※１、

遅くとも翌々月１日から※２（地方公共団体の判断により、当該開始時期（翌々月１日）を早めることができる。）」としつつ、

※１ 随時申請の受付期間を任意に拡大した場合における現行有効期間（N年度～N＋２年度）に係る申請については、N＋２年度１月１５日まで。

※２ 定期申請の受付終了後の新規有効期間（N＋３年度～N＋５年度）に係る申請については、翌年度（N＋３年度）の４月１日から資格付与（定期申請以

後の随時申請は、定期審査が優先され、４月１日に資格が付与されるとは限らない。）

今後の広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係る検討等の進捗に合わせて、申

請件数、審査に要する時間等も考慮しながら、最適なものとなるよう、必要に応じて変更・調整した上で決定することとしてはどうか。

 都道府県単位で共同受付・審査を行っている団体の随時申請で受け付ける場合の資格の有効期間の開始時期は、地方公共団体ご

とに異なっており、当該開始時期までの審査期間は以下の状況となっている。

・ 最も短い団体 ： 「毎月15日締め、翌月１日」

・ 最も長い団体 ： 「毎月15日締め、翌々月１日」

 全国的に対応可能なものとする観点からは、当該期間が最も長い団体に合わせることが適当であると考えられる。他方、地方公共団

体によっては、できる限り短期間で資格を付与し、事業者の入札参加機会を幅広く確保することを希望する団体もあると考えられる。

 これを踏まえ、随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期は、「毎月15日締め、翌々月１日から※」としつつ、地

方公共団体の判断により、当該開始時期（翌々月１日）を早めることができることとすることが考えられるか。

 なお、随時申請に係る審査期間については、申請に係る受付時期・期間と同様、審査体制等を踏まえて設定されるものであるところ、

広域又は全国的な入札参加資格審査申請システムの整備や、共同受付・審査の方法等の具体の審査体制は検討中であることから、

現時点において決定することはできない。

 このため、現時点の（案）を定めつつ、今後の共通システムの整備や共同受付・審査の方法等の具体の審査体制の検討に合わせて、

最適なものとなるよう検討することとすることが考えられるか。

検討 （随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期）（続き）



申請の受付時期・期間（追加申請）（定期申請の翌年度以降の８月１日～８月31日）①
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 申請者の申請機会を十分に確保できていないことなどか
ら、受付期間を長くすべき・受付回数を増やすべき

2３ 団体

• 繁忙期であることなどから、入札契約事務の少ない時期
（冬期）に受付開始を後ろ倒しすべき

4４ 団体

全団体

21団体 (44.7％)

417団体 （25.３％）

438団体 （2５.９％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

• 審査体制等を考慮して受付期間を短くすべき １１ 団体

• 「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が異なり、
審査が煩雑となる

９ 団体

繁忙期であることなどから、入札契約事務の少ない時期（冬期）に受付開始を後ろ倒しすべき（４４団体）

（課題）

• 8月～9月は入札・契約事務の繁忙期であり、受付・審査を行うことが
できない。冬期は閑散期となることから、受付開始時期をこの時期に
後ろ倒しすべき。

（方向性）

• 定期申請の受付時期・期間の再検討に伴い、追加申請の共通の受付時
期・期間を「定期申請の翌年度以降の１０月１日から１０月３１日まで」に
変更することが考えられるか。

• 共通の審査期間及び資格の有効期間の開始時期を設定
する必要がある

３ 団体

• 「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が重なり、
審査に係る事務負担が大きくなる

1 団体※ 右記のほか「追加申請を行う必要はない」 、「追加申請を行うことは、審査に係る事務
負担が大きい」（２８９団体）、「共同受付団体等と協議が必要」（２５団体）、「WTO案件は、
追加申請では時期を逸することから随時申請を受け付ける必要」（１団体）、その他（１５
団体）の意見があった。
なお、「追加申請を行う必要はない」等の意見に関しては、たたき台において、追加申

請によることは、地方公共団体の任意とされているところであり、課題とはならない。



申請の受付時期・期間（追加申請）（定期申請の翌年度以降の８月１日～８月31日）②
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 課題の具体的な内容と方向性（案）

審査体制等を考慮して受付期間を短くすべき（１１団体）

（課題）

• 申請件数が増大することによって、審査に係る事務負担が大きくなる
ことから、追加申請の受付期間を２週間程度に短くすべき。

（方向性）

• 追加申請の受付期間については、１年度に１回追加申請を行っている
地方公共団体において最も採用されている期間（１か月）としているこ
と、この期間を長くすべきとの意見もあることを踏まえ、原案のとおり
とする。

申請者の申請機会を十分に確保できていないことなどから、受付期間を長くすべき・受付回数を増やすべき（２３団体）

（課題）

• 追加申請の受付期間については、事業者の申請機会を確保するため、
定期申請の受付期間（２か月）と同じ期間とすること（長くすること）が
望ましい。

• 随時申請を受け付けず、追加申請のみを受け付ける場合は、追加申請
を年に複数回受け付けることとすべき。

（方向性）

• 追加申請の受付期間については、１年度に１回追加申請を行っている
地方公共団体において最も採用されている期間（１か月）としているこ
と、この期間を短くすべきとの意見もあることを踏まえ、原案のとおり
とする。

• なお、たたき台においては、地方公共団体の判断により、当該期間や受
付回数を拡大することができることとしている。

「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が異なり審査が煩雑となる（９団体）
「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と期間が重なり、審査に係る事務負担が大きくなる（１団体）

（課題）

• 「建設工事」・「測量・建設コンサルタント」と受付期間が異なり、申請・審
査の回数が増えることから、事業者・地方公共団体双方の事務負担が
大きくなる。

（方向性）

• 追加申請の受付時期・期間については、今後の広域又は全国的な共通
の入札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係
る検討等の進捗に合わせて、申請件数、審査に要する時間等も考慮し
ながら、最適なものとなるよう決定する。この際、「建設工事」等の申請
方法の共通化に係る検討状況も踏まえて検討することとする。



申請の受付時期・期間（追加申請）（定期申請の翌年度以降の８月１日～８月31日）③
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 課題の具体的な内容と方向性（案）

共通の審査期間及び資格の有効期間の開始時期を設定する必要（３団体）

（課題）

• たたき台において、追加申請受付後の審査期間及び資格の有効期間の
開始時期が定められていない。

（方向性）

• 意見を踏まえ、追加申請で受け付ける場合の事業者の共通の資格の有
効期間の開始時期を定めることとする。

団体名 資格の有効期間 追加申請の時期 具体の申請の受付期間の例 有効期間の開始日

盛岡市 令和６年４月1日ー令和８年３月３１日 令和６年１０月 令和６年１０月１日－令和６年１０月３１日 翌年の4月1日

福岡県 令和５年10月１日ー令和７年10月31日
毎年１０月 令和５年10月2日－10日

申請月の２か月後の1日
（１２月）

毎年７月 令和６年７月1日－11日
申請月の４か月後の1日

（１1月）

新潟市 令和５年４月1日ー令和7年３月31日 毎年４月、7月、10月、１月
令和５年4月５日－19日、7月３日－18日、
10月2日－18日、令和６年1月5日－19日

申請月の２か月後の１日
（6月、9月、12月、３月）

堺市 令和６年４月１日ー令和９年３月31日 毎年6月、１２月 令和６年６月１日－30日、１２月１日－24日
申請月の４か月後の１日

（10月、４月）

広島市 令和５年1月１日ー令和７年１２月31日 毎年４月、7月、10月、１月
令和６年4月18日－30日、7月18日－29日、
10月18日－29日、令和７年1月20日－29日

申請月の３か月後の１日
（７月、１０月、１月、４月）

福岡市 令和４年８月１日ー令和７年７月31日 毎年１月－2月 令和６年１月15日－２月16日 申請年の8月１日

＜構成員・都道府県・指定都市の追加申請の状況＞

検討 （追加申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期）

 随時申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期については、都道府県単位で共同受付・審査を行っている地方公

共団体の例を参考にしたが、当該団体のうち、追加申請を受け付けている団体はない。

 これを踏まえ、追加申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期については、市町村間で共同受付・審査を行ってい

る構成員（盛岡市）や追加申請を受け付けている県・指定都市（申請件数が多いと考えられる団体）の例を参考に検討する。



申請の受付時期・期間（追加申請）（定期申請の翌年度以降の８月１日～８月31日）④
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 構成員・都道府県・指定都市の追加申請で受け付ける場合の資格の有効期間の開始時期は、それぞれ異なっており、申請月の２か

月後～６か月後の第１日となっている。

 随時申請についての考え方と同様、全国的に対応可能なものとする観点からは、当該期間が最も長い団体に合わせることが適当で

あると考えられる。他方、地方公共団体によっては、できる限り短期間で資格を付与し、事業者の入札参加機会を幅広く確保するこ

とを希望する団体もあると考えられる。

 これを踏まえ、追加申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期は、「申請月の６か月後の１日から」としつつ、地方

公共団体の判断により、当該開始時期を早めることができることとすることが考えられるか。

 なお、追加申請に係る審査期間については、申請に係る受付時期・期間と同様、審査体制等を踏まえて設定されるものであるとこ

ろ、広域又は全国的な入札参加資格審査申請システムの整備や、共同受付・審査の方法等の具体の審査体制は検討中であること

から、現時点において決定することはできない。

 このため、現時点の（案）を定めつつ、今後の共通システムの整備や共同受付・審査の方法等の具体の審査体制の検討に合わせ

て、最適なものとなるよう検討することとすることが考えられるか。

検討 （追加申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期）（続き）

＜都道府県単位で共同受付・審査を行っている団体の随時申請の状況＞

共通化の方向性（案）

 「物品・役務等」の追加申請で受け付ける場合の共通の資格の有効期間の開始時期について、現時点の（案）は、「遅くとも申請月※１

の６か月後の１日から（地方公共団体の判断により、当該開始時期を早めることができる※２。）」としつつ、

※１ 新規有効期間（N＋３年度～N＋５年度）に係る定期申請受付開始後は、現行有効期間（N年度～N＋２年度）に係る追加申請の受付を行わない。

※２ 定期申請の受付終了後の新規有効期間（N＋３年度～N＋５年度）に係る申請については、翌年度（N＋３年度）の４月１日以降から資格付与。

今後の広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備や共同受付・審査の方法に係る検討等の進捗に合わせて、申

請件数、審査に要する時間等も考慮しながら、最適なものとなるよう、必要に応じて変更・調整した上で決定することとしてはどうか。



審査の基準日（申請日）
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 格付（営業年数等）等が不公平となることから、審査基準
日を統一すべき

３ 団体

• 受付日を基準日にすべき ７ 団体

• 事業者ごとに審査基準日が異なり、審査が煩雑になるこ
とから、審査基準日を統一すべき

４３ 団体

• 審査基準日を定める必要はない。必要性が不明 ４６ 団体

全団体

5団体 (10.6％)

127団体 （7.7％）

132団体 （7.8％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

総論

（課題）

• 基準日は設定しておらず、共通化する必要性が不明。

• 納税証明書や履歴事項全部証明書について、基準日から３か月以内に
発行されたものを求めている。審査の基準日を申請日とした場合、事
業者ごとに基準日が異なることとなり、書類の確認に係る事務が煩雑
となる。

• 審査の基準日を申請日とした場合、事業者ごとに格付に係る基準日が
異なることとなり、公平性を欠く。（例えば、格付に係る営業年数等に
ついては、遅い時期に申請した事業者ほど有利となる。）

• 提出書類の不備等により、申請日と受付日に大きなタイムラグが生じ
ることがあるため、申請日ではなく受付日を基準日とすべきではない
か。

• 「代理権を有する受任者」については、申請時に４月からの変更が判明
している場合は、４月1日時点で見込まれる受任者の記載を求めてい
る。

（方向性）

• 審査基準日は、各地方公共団体において、事業者の適正性の確認や格
付等を行うため、必要に応じて定めているものであると考えられる。

• この点、格付の公平性を厳格に担保する観点から、定期申請の受付開
始日を審査基準日とする団体がある一方、事業者の現況を把握するた
め、明確な基準日を定めず（あるいは申請日を基準日として）、随時申
請日を審査基準日として扱っている団体もあるものと考えられる。

• このような実態を踏まえれば、「審査基準日」の設定は、地方公共団体
における審査基準の設定に関わるものであるといえるものであり、全
国的な共通化になじまないものと考えられるか。これを踏まえ、審査基
準日については、共通化しないこととするか。

• なお、意見にある納税証明書等の時点に関しては、事業者に記入を求
める申請項目や提出を求める必要書類を特定する必要があることから、
申請項目や必要書類の共通化と合わせて検討することが考えられるか。
（これらの必要書類等を基に、どの時点を基準として格付をするかは、
各地方公共団体の判断によることとなる。）

• その他 ７ 団体

※ 上記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（２０団体）、「規則・要綱等の改正が必
要」（６団体）の意見があった。



事業者の日本語訳作成に係る事務負担が増加することから言語の指定は不要（２団体）

（課題）

• ＩＳＯ認証等は、日本語版を業者で保有していないケースが比較的多く
あるため、業者負担を増やすこととなることから、使用言語として日本
語を指定する必要はない。

（方向性）

• 全ての地方公共団体において、外国事業者からの申請内容を確認しや
すくする観点から、原案のとおり、外国語の資料に「その他の外国語で
記載された必要書類は日本語訳を付記又は添付」することを共通とす
ることが適当であると考えられる。

申請に使用する言語（申請書・財務諸表は日本語、その他の書類は日本語訳を付記又は添付）

 課題がある団体

都道府県

市区町村
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 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 添付された日本語訳の確認や不備の修正が困難 ８ 団体

• 事業者の日本語訳作成に係る事務負担が増加することか
ら言語の指定は不要

２ 団体

• 外国事業者の申請を想定していない １０ 団体

• 外国語に対応できる職員が少ないことから、全ての書類
を日本語のみとしたい

５ 団体

全団体

0団体 (0％)

51団体 （3.1％）

51団体 （3.0％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

外国事業者の申請を想定していない（１０団体）

添付された日本語訳の確認や不備の修正が困難(８団体)

外国語に対応できる職員が少ないことから、全ての書類を日本語のみとしたい（５団体）

（課題）

• 外国事業者からの申請がなく、日本語訳を付記又は添付した書類の提
出は想定していない。

• 外国語に対応できる職員が少ないため、日本語のみの受付としたい。

• 日本語訳で提出された書類の内容に疑義や不備があるかどうかの確
認ができず、修正指示ができない。

（方向性）

• 外国事業者から申請される可能性もあるため、これを想定して、「その
他の外国語で記載された必要書類は日本語訳を付記又は添付」するこ
とを共通とすることが適当であると考えられる。

※ 上記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（１３団体）、「規則・要綱等の改正が必
要」（１３団体）の意見があった。



金額欄の記載方法（財務省告示の外国貨幣換算率により換算）
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• 外国事業者の申請を想定していない。対応方法が不明 2９ 団体

全団体

1団体 (2.1％)

54団体 （3.3％）

55団体 （3.2％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

外国事業者の申請を想定していない。対応方法が不明（2９団体）

（課題）

• 外国事業者からの申請はなく、対応方法が不明である。

• 換算の際の計算誤りなどが増えるのではないか。

（方向性）

• たたき台は、外国事業者が申請する場合に、事業者において、金額欄
を外国貨幣換算率に基づいて、日本国通貨に換算して記載することを
定めたものである。

• 審査において、換算の際の誤りがないことを確認する必要がある。

※ 上記のほか、「共同受付団体等と協議が必要」（１５団体）、「規則・要綱等の改正が必
要」（１１団体）の意見があった。



審査結果の通知方法（審査結果（資格者名簿等）をHP（又はシステム）で公表）①
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 課題がある団体
• 公表内容や公表時期を検討する必要がある １９ 団体

• 審査結果通知に付随してシステムのログインＩＤ等の個別
情報を送っているため、ＨＰでの名簿の公表では対応が
難しい

３ 団体
• HPで審査結果を公表していないことやシステムが未整

備であるため、対応が難しい
９５ 団体

• システムによるメール通知や書面通知で足りる。公表する
必要がない。

９ 団体

• HP掲載に係る事務負担が増加する（更新頻度の増加、職
員不足）

５２ 団体

 課題の具体的な内容と方向性（案）

総論

（課題）

• システムによる自動メール通知や書面通知で足り、審査結果を名簿で
公表する必要はない。別途名簿を公開することは事務負担が増加する。

• また、HP上での名簿の公表は、名簿の内容に変更がある度に更新する
必要があるため、更新頻度が高くなることや、名簿を作成するようなシ
ステムを整備していないことから、職員の事務負担が増加する。

（方向性）

• 事業者における自らの資格の確認を容易にすることや、入札・契約に
係る透明性を確保する観点から、原案のとおり、資格者名簿は公表す
ることとすることが望ましい。

• その上で、現在、広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請シス
テムの整備に係る検討を行っているところ、当該システムの整備内容
によっては、全国的に、自動メール送信等により通知可能となることや
名簿作成が容易となる可能性もある。

• これを踏まえ、現時点の（案）は、「資格者名簿等をHP（又はシステム）で
公表」することとしつつ、共通の通知方法については、今後の広域又は
全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備を踏まえて、必
要に応じて変更・調整した上で決定することとするか。

• 審査結果の通知の電子化・オンライン化は地域の事業者
への配慮が必要

４ 団体

• 資格者名簿の公表と別に審査結果を公表することは事務
負担が増加する。

６ 団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

全団体

9団体 (19.1％)

197団体 （12.0％）

206団体 （12.2％）

※ 上記のほか、「その他」（１９団体）の意見があった。



審査結果の通知方法（審査結果（資格者名簿等）をHP（又はシステム）で公表）②
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 課題の具体的な内容と方向性（案）

公表内容や公表時期を検討する必要がある(１９団体)

（課題）

• 資格者名簿を公表することにより、指名競争入札で指名される事業者
が推測されることや談合に悪用される懸念がある。

• 資格を有しないこととされた事業者は公表を望まないのでないか。

• 個々の事業者への審査結果通知とともに通知内容の一部のみをHPで
公開する運用をしているところ、HP公表を共通化するに当たっては、
公表内容についても検討する必要がある。また、随時申請で受け付け
た分の公表時期についても検討する必要がある。

（方向性）

• 資格者名簿は、公共工事については、入札契約適正化法第８条及び同
法施行令第７条の規定により事前に公表することが義務付けられてい
る。「物品・役務等」の資格者名簿についても、基本的に公表する方向で
運用することが適当と考えられるか。

• 資格者名簿を公表することから、資格を有しないこととされた事業者
については公表されない。

• 資格者名簿の公表内容等を統一することについては、地方公共団体に
おける事業者情報管理システムの整備状況や記載内容、共通化する必
要性等を踏まえつつ、共通システムの整備に係る検討の進捗状況に合
わせて、別途検討する必要がある。

審査結果の通知の電子化・オンライン化は地域の事業者への配慮が必要（４団体）

（課題）

• インターネット環境が整っていない地域の事業者もおり、審査結果を確
認できないおそれがある。

（方向性）

• たたき台においては、審査結果の通知方法について、地方公共団体の
判断により、たたき台の方法以外の方法についても採用することがで
きることとしている。

• インターネット環境が整備されておらず、共通システムを利用できない
事業者への配慮については、審査結果の通知方法に限らず、今後の広
域又は全国的な共通システムの整備に係る検討において留意する必要
があるか。

審査結果通知に付随してシステムのログインＩＤ等の個別情報を送っているため、ＨＰでの名簿の公表では対応が難しい(３団体)

（課題）

• 審査結果通知時に資格審査システムにログインするためのID・パス
ワードを通知しているため、HPで審査結果を公表することになると、
事業者への対応が別途必要になる。

（方向性）

• たたき台においては、審査結果の通知方法について、地方公共団体の
判断により、たたき台の方法以外の方法についても採用することがで
きることとしている。



資格を有する者の名簿の公開（HP（又はシステム）で公表）①
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 課題がある団体

都道府県

市区町村

 主な課題 （意見の提出があったもの）

• システム未整備のため対応が難しい。システム整備が必要 ２５ 団体

• HP掲載に係る事務負担が増加する（更新頻度の増加、職
員不足）

３７ 団体

• システムやＨＰ上で名簿の公表を行っていない ６０ 団体

• 公表内容や公表時期・頻度を検討する必要がある 9 団体

全団体

4団体 (8.5％)

156団体 （9.5％）

160団体 （9.4％）

 課題の具体的な内容と方向性（案）

システムやＨＰ上で名簿の公表を行っていない（６０団体）
HP掲載に係る事務負担が増加する（更新頻度の増加、職員不足）（3７団体）
システム未整備のため、対応が難しい。システム整備が必要（2５団体）

（課題）

• 現在、HP上で資格者名簿を公表しておらず、システムも導入していな
いため、環境整備が必要。

• 随時申請を採用した場合、HPの更新頻度が上がり、事務負担が大きく
なる。担当する職員も限られており、対応が難しい。

（方向性）

• 事業者における自らの資格の確認を容易にすることや、入札・契約に
係る透明性を確保する観点から、原案のとおり、資格者名簿は公表す
ることとすることが望ましい。

• その上で、現在、広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請シス
テムの整備に係る検討を行っているところ、当該システムの整備内容
によっては、名簿作成が容易となる可能性もある。

• これを踏まえ、現時点の（案）は、「HP（又はシステム）で公表」することと
しつつ、今後の広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システ
ムの整備を踏まえて、必要に応じて変更・調整した上で決定することと
するか。

• 入札談合等に悪用されるリスクを慎重に検討する必要が
ある

４ 団体

※ 上記のほか、「規則・要綱等の改正が必要」（４団体）、「公表する必要がない」（３団体）、
「その他」（１８団体）の意見があった。



資格を有する者の名簿の公開（HP（又はシステム）で公表）②
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 課題の具体的な内容と方向性（案）

公表内容や公表時期・頻度を検討する必要がある(9団体)
入札談合等に悪用されるリスクを慎重に検討する必要がある（４団体）

（課題）

• 各団体において、公表する内容に差異が出ることが想定される。

• 資格者名簿を公表することにより、指名競争入札で指名される事業者
が推測されることや談合に悪用される懸念がある。

（方向性）

• 資格者名簿の公表内容等を統一することについては、地方公共団体に
おける事業者情報管理システムの整備状況や記載内容、共通化する必
要性等を踏まえつつ、共通システムの整備に係る検討の進捗状況に合
わせて、別途検討する必要がある。

• 資格者名簿は、公共工事においては、入札契約適正化法第８条及び同
法施行令第７条の規定により事前に公表することが義務付けられてい
る。「物品・役務等」の資格者名簿についても、基本的に公表する方向で
運用することが適当と考えられるか。



今後の検討の進め方について（共通の申請方法）
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 地方公共団体の意見を踏まえると、入札参加資格審査の申請方法については、各地方公共団体において、事業者の状況、システムの整備状

況、人的リソース等の審査環境や審査体制を踏まえて、適切に審査を行うことができるものとなるよう設定されている。

 共通の申請方法についても、地方公共団体において審査可能なものとなるよう設定する必要があるところ、地方公共団体ごとに審査環境

や審査体制が多様となっていることを踏まえれば、現状の審査体制を前提として、全地方公共団体が対応可能な申請方法を設定すること

は困難であると考えられる。

 このため、申請方法を共通化するに当たっては、広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムを整備するとともに、共同受付・

審査を行うことによって、各団体における審査事務を効率化することが前提となるものであり、具体の申請方法については、この共通シス

テムの整備方法や共同受付・審査の方法に合わせて、最適なものを設定する必要がある。（したがって、共通の申請方法については、共通シ

ステムや共同受付・審査の運用開始に合わせて導入することとなるか。）

 また、多数の市町村において、「建設工事」等と「物品・役務等」の資格に係る申請を同一時期・同一部署で受け付け、審査していることを踏

まえれば、共通の申請方法については、「物品・役務等」のみならず、「建設工事」等の申請方法についても検討した上で、双方の関係を整理

しつつ設定する必要がある。

 これを踏まえ、「物品・役務等」の共通の申請方法については、これまでの検討の成果を暫定（案）として定めつつ、今後の「建設工事」等の共

通の申請方法の検討状況や、広域又は全国的な共通の入札参加資格審査申請システムの整備方法及び共同受付・審査方法の検討に合わせ

て、実現可能なものとなるよう必要な検討・更新を行い、これらの共通システム等と合わせて導入することが考えられるか。

令和７年度～令和６年度

申
請
方
法

共
通
シ
ス
テ
ム
等

 物品・役務等 【暫定案】

 建設工事等 【暫定案】

 共通システム

共同受付・審査
【方向性案】

 物品・役務等 【暫定案v2】

 共通システム

共同受付・審査
【決定】

 物品・役務等 【決定】

 建設工事 等 【決定】

詳細検討



物品・役務等に係る共通の申請方法（案）
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共通申請方法
（案）

備考

1 3年

申請の受付時期・期間 10月1日ー11月30日

資格の有効期間の開始時期 4月1日

申請の受付時期・期間
定期申請の資格の有効期間開始日（４月１日）ー次回定期申請直前の1月３１日

（地方公共団体は任意に受付期間を拡大することができる）

随時申請の受付を行うかどうかは各団体の任意
受付を行う場合の共通の受付時期・期間は、左記のとおりとし、さらに、地
方公共団体は任意にこの時期・期間を拡大することができるものとする。

資格の有効期間の開始時期
毎月15日締め※１、遅くとも翌々月１日から※２

（地方公共団体の判断により、当該開始時期（翌々月１日）を早めることができる。）

※１　 随時申請の受付期間を任意に拡大した場合において、現行有効期間
（N年度～N＋２年度）に係る申請については、N＋２年度１月１５日まで
※２　定期申請の受付終了後の新規有効期間（N＋３年度～N＋５年度）に
係る申請については、翌年度（N＋３年度）の４月１日から資格付与（定期申
請以後の随時申請は、定期審査が優先され、４月１日に資格が付与されると
は限らない）

申請の受付時期・期間 定期申請の翌年度以降の10月１日ー10月31日
追加申請の受付を行うかどうかは各団体の任意
受付を行う場合の共通の受付時期・期間は、左記のとおりとし、さらに、地
方公共団体は任意にこの時期・期間を拡大することができるものとする。

資格の有効期間の開始時期
遅くとも申請月※３の６か月後の１日から

（地方公共団体の判断により、当該開始時期を早めることができる※４)

※３　新規有効期間（N＋３年度～N＋５年度）に係る定期申請受付開始後
は、現行有効期間（N年度～N＋２年度）に係る追加申請の受付を行わない
※４　定期申請の受付終了後の新規有効期間（N＋３年度～N＋５年度）に
係る申請については、開始時期を早めた場合においても、翌年度（N＋３年
度）の４月１日以降から資格付与

申請書・財務諸表は日本語
その他の外国語で記載された必要書類は日本語訳を付記又は添付

財務省告示の外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載

6 資格者名簿等をHP（又はシステム）で公表

7 HP（又はシステム）で公表

審査結果の通知方法

資格を有する者の名簿の公開

定期申請の受付は全団体実施

5

定期申請

随時申請

追加申請

2

3

4

資格の有効期間

申請に使用する言語

金額欄の記載方法



各申請方式の受付期間のイメージ

（ｎ）年４月１日 （n+3）年４月１日（ｎ+1）年４月１日 （ｎ+2）年４月１日

資格の
有効期間

随時申請※

定期申請

追加申請※

（n～n+２）年度の資格に係る申請は、団体の任意で
定期申請開始前（９月３０日）まで拡大可能

※随時申請・追加申請の受付を行うかどうかは各団体の任意
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１／１５

１０／１ １０／３１

４／１

１０／１～11／30

（n～n+２）年度の資格に係る申請は、
団体の任意で最大１月１５日まで拡大可能

１１／３０

１０／１

実線・・・各団体の共通受付期間
点線・・・各団体が任意で受付期間を拡大した場合の例

１１／３０

（n～n+２）年度の資格に係る申請
（n＋３～n+５）年度の資格に係る申請

（n＋３～n+５）年度の資格に係る申請

（n＋３～n+５）
年度の資格

（n～n+２）年度の資格に係る申請

（n＋３～n+５）年度の資格に係る申請（n～n+２）年度の資格に係る申請

１０／１～11／30

（n～n+2）年度の資格

3年

１０／１～10／3１

１／３１
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